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第１ 計画の基本事項 

 

１．目的 

  近年、少子高齢化、人口減少等に伴う世帯数の減少などを原因として、空き家の数が増加していま

す。この中には、適正に管理されずに周辺へ悪影響を及ぼしている空き家があります。今後、空き家

の数は増加することが予想され、問題は一層深刻化することが懸念されます。 

  適正に管理されていない空き家（以下「管理不全空き家」という。）は老朽化による倒壊などで周囲

に被害を与える以外にも、防火、防犯、防災、衛生、景観など様々な点において住民の生活に深刻な

悪影響を及ぼします。 

  国においては生命、身体又は財産を保護し、生活環境の保全を図り、併せて空き家の利活用を促す

ことを目的とし、平成２７年５月２６日に「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下「空家法」

という。）が全面施行されました。 

  また、本町においては、平成２５年３月２７日に「川西町空家等の適正管理に関する条例」（以下

「条例」という。）を制定し、町報などを利用した適正な管理の呼びかけ、管理不全空き家に対する指

導を行うとともに、命令に従わない特定空家等に対しては平成２８年度に県内で初めて行政代執行に

より除却を行い、翌平成２９年度にも本町で２件目の行政代執行を行いました。また令和３年度には

本町で初めての略式代執行による除却を行うなど、他市町村に先駆けて積極的に空き家問題の対策に

取り組んできました。 

  これらの経緯を踏まえ、空き家対策を総合的かつ計画的に進めることを目的とし、「川西町空家等

対策計画」を定めます。 

 

２．計画の位置づけ 

  本計画は、空家法第６条の規定に基づき、地域社会の健全な維持のため、空家等に関する問題につ

いて本町が取り組むべき対策の方向性等について基本的な考え方を示したものであり、本町空き家対

策の基礎となるものです。なお、本計画は、「かわにし未来ビジョン（第５次総合計画）」の下に位置

づける個別計画であるとともに関連する各種計画と連携を図りながら取組みを進めるものとします。 
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３．空家等の定義 

  本計画における「空家等」とは、空家法第２条第１項に規定する「建築物又はこれに附属する工作

物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土

地に定着する物を含む。）」をいいます。 

 

４．計画期間 

  計画の期間は、令和４年度から令和７年度までの４年間とします。 

これは、上位計画である「かわにし未来ビジョン（第５次総合計画）」との連携を図るため「かわに

し未来ビジョン」の計画期間に合わせるものです。なお、空き家の状況や法制度の改正等を踏まえつ

つ必要に応じて改定を行います。 

 

年 度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

川西町空家等対策計画 

 

 

第１次 

 

 

 

 

 

第２次 

  

かわにし未来ビジョン 

（後期基本計画） 
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第２ 空き家の現状と課題 

 

１．空き家の現状 

 ⑴ 空き家発生の背景 

  ア．人口減少を伴う少子高齢化の進展 

     本町の総人口は、昭和３０年の合併時の３０，２９４人をピークに、減少の一途をたどってい

ます。昭和５０年からは減少速度がやや鈍化したものの、平成に入ると再び人口減少率が大きく

なり、年を追うごとに拡大する傾向にあります。 

    年齢別の内訳では、０～１４歳（年少人口）の割合が減少する一方で６５歳以上（老年人口）

の割合が急速に増加し、人口減少を伴う少子高齢化が進展しています。 

 

表１ 人口の推移                             （単位：人） 

   

        ※「国勢調査」 

表２ 年齢別人口の推移                          （単位：人） 

   

※「国勢調査」 
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  イ．世帯数及び１世帯あたりの人員の変化 

    本町の世帯数は、横ばいから緩やかな減少の傾向がしばらく続いていましたが、近年は減少率

が大きくなってきました。また、１世帯あたりの人員は最近２０年間で３．９１人から３．２３

人に減少しており、核家族化や単独世帯化が進行しています。 

 

表３ 世帯数の推移                             （単位：戸） 

   

※「国勢調査」 

表４ １世帯当たりの人員の推移                       （単位：人） 

   

 ※「国勢調査」 
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 ウ．空き家数と空き家率の推移 

    本町の空き家数と空き家率については、平成２０年に３２０戸（空き家率６．２％）であった

ものが平成３０年は３５０戸（空き家率７．４％）と増加しています。 

 

表３ 住宅数等の推移                            （単位：戸） 

 

※「住宅・土地統計調査結果」 

 

表４ 空き家率の推移                           （単位：％） 

 

  ※「住宅・土地統計調査結果」 
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⑵ 空き家実態調査結果 

  ア．調査時期 平成２４年３月、平成３０年２月、令和２年１０月 

  イ．調査範囲 町内全域 

  ウ．調査方法 

    平成２４年３月の調査は各自治会長に依頼し、自治会内の空き家の実態について調査票に記入

いただく方法により調査を行い、その後に職員による現況調査を実施しました。 

    平成３０年２月及び令和２年１０月の調査は、職員による現況調査を実施しました。 

  エ．調査項目 

    空き家の所在、種類、建物の状況及び問題点、管理状況その他 

  オ．調査結果 

    平成２４年３月の調査の結果、平成３０年２月の調査の結果及び令和２年１０月の調査結果に

ついては表５のとおりとなっており、平成２３年度に２５３件であった空き家の件数は、令和２

年度に３３２件と７９件増加しています。 

表５ 空き家調査の結果                           （単位：件） 

地 区 平成２３年度 平成２９年度 令和２年度 

小 松 ５１ ７６ ７９ 

大 塚 ４６ ４６ ４２ 

犬 川 ３２ ４０ ４０ 

中 郡 ３７ ６３ ５７ 

玉 庭 ４７ ４８ ４６ 

東 沢 １１ １３ １９ 

吉 島 ２９ ４７ ４９ 

合 計 ２５３ ３３３ ３３２ 

 

 ⑶ 特定空家等の現状 

   危険性のある空き家のうち特に危険性が高い空き家については、現地調査を実施して、特定空家

等の基準を満たした物件については川西町空家等対策協議会の意見を聴取し、町長が特定空家等に

認定しました。 

   

ア．特定空家等認定件数等                          （単位：件） 

 ～令和２年度 令和３年度 計 

認定件数 ５     ０ ５ 

除却件数 ２     １ ３ 

差 引 計 ３    －１ ２ 

   

イ．特定空家等への措置件数（法第１４条）                  （単位：件） 

助言・指導 勧告 命令 代執行 略式代執行 

３ ３ ２ ２ １ 
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 ⑷ これまでの空き家等対策（第１次空家等対策計画の検証） 

   平成３０年３月に策定した第１次空家等対策計画に基づき、①発生予防対策、②適正な管理対策、

③利活用対策、④管理不全空き家対策の４つの段階に関連する各施策を実施してきました。第１次

空家等対策計画においては、主に自治会との協働による空家の実態把握の仕組みづくりをはじめ、

所有者への適正管理を促すための助言・指導等を継続的に実施してきました。また、所有者等によ

る適正な管理が行われず、放置すれば倒壊等の恐れがある空家については、専門的な知見からの意

見等も踏まえ、空家等対策特別措置法に基づく特定空家等に指定し、法に基づく助言・指導等の措

置を講じ、危険が切迫し、早急な対応が必要な特定空家については、代執行により対応してきまし

た。 

   第１次計画期間中においては、こうした空家対策を行うため現状の把握と空家問題の解消に向け

た体制や仕組みづくりを図ってきましたが、取組内容を検証し、今後の空家対策に反映させていき

ます。 

 

 ⑸ 施策の成果等 

   空き家の所有者等に対して空家等の適正な管理や利活用について周知を図ることにより、空き家

の利活用及び空き家の除却の促進に結びついています。平成２４年度から令和３年度までの施策の

成果については次のとおりでした。 

 

  ア．川西町空き家バンク（平成２４年度から令和３年度まで） 

    町内にある空き家の物件情報を登録、公開し、空き家の利活用を図りました。 

 

累計登録者 累計成約件数 利用者人数 相談対応件数 

８３人 ５９件（売買２８件、賃貸３１件） 
１２０人 

（町外者７６人） 
１，８８２件 

 

  イ．空家等の適切な管理等の周知 

    毎年５月に固定資産税の納税通知書（８，４９３件（～令和３年度））送付時に空家等の適正管

理依頼と空き家バンク制度のチラシを同封し周知に努めました。 

 

  ウ．川西町老朽危険空き家除却支援事業（平成３０年度～令和３年度） 

    老朽危険空き家の除却を行う所有者に対し、解体費用等の一部を支援する制度を設け、解体の

促進を図りました。 

    累計支援件数１件（Ｈ３０ １件） 

 

  エ．川西町住宅建設支援事業（平成３０年度～令和３年度） 

    町空き家バンク登録住宅の増築・リフォーム等を行う場合に工事費の一部を支援する制度を設

け、利活用の促進を図りました。 
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平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

３件 ０件 １件 １件 

 

  オ．特定空家等の除却 

    平成２８年度には、県内で初めて行政代執行を行い、翌平成２９年度にも本町で２件目の行政

代執行を行いました。また令和３年度には本町で初めての略式代執行を行いました。現在まで合

計３件の特定空家等を所有者に代わって除却し、町民の生命や財産の安全確保に努めてまいりま

した。 

 

平成２８年度 平成２９年度 令和３年度 

１件 １件 １件 

行政代執行 行政代執行 略式代執行 

 

２．空き家に関する課題 

 

 ⑴ 平成３０年の空き家数は、３５０戸となり、平成２０年（３２０戸）より３０戸増加している。 

 

 ⑵ 所有者等による第一義的な管理責任の認識の希薄化 

 

 ⑶ 防災防犯上の危険性 

 

 ⑷ 生活環境の景観の悪化 

 

 ⑸ 空き家倒壊等による事故の危険性 

 

 ⑹ 所有者の不在などによる問題解決の長期化 

   

これらの課題を踏まえ、地域社会の健全な維持のために川西町空家等対策計画において本町にお

ける空家等の対策の基本的な方針を定め、必要な対策を実施し、空き家の減少を図っていく必要が

あります。 
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第３ 空家等対策の基本方針 

 

１．対象地区 

  平成２４年以降実施した町内の空家等実態調査により、町内全域にわたり空き家が分布している 

ことが確認されており広域的な対応が必要であることから、対象地区を町内全域とします。 

 

２．対象とする空き家の種類 

本計画における「空家等」とは、空家法第２条第１項の「空家等」とします。ただし、町が所有又

は管理する公共施設についても、地域の活性化を図るため、除却や利活用を推進する建築物として、

本計画の空家等に含みます。 

 

３．計画の基本方針 

  本計画における対策の基本方針は以下のとおりとします。 

施策の方針 対策の方向性 

発生予防 住民の意識向上によ

る空き家の発生予防 

居住段階から、空き家にならないような意識付けを行う

とともに、リフォームに関する支援などにより、住宅を

長く利用する意識を定着させます。また、適切な相続や

登記を呼びかけ、放置される空き家の発生を防ぎます。 

適正な管理 所有者等による管理

者意識の向上と適正

管理の促進 

所有者等による管理者意識を向上させるよう、様々な媒

体を利用し、周知や情報提供などを実施します。また、適

正な管理を促すために維持管理に関する支援を実施しま

す。 

利活用対策 空き家の利活用によ

る地域活力の向上 

利用可能な空き家については、空き家バンクによるマッ

ッチングや中古住宅市場の活性化などを図りながら空き

家の利活用を促進します。また、空き家を活用する事業

者を支援することにより、地域活力の向上へつなげます。 

管理不全空

き家対策 

適切な措置の実施に

よる安全・安心なまち

づくり 

所有者自らによる除却を支援するとともに、行政指導や

行政処分を適切に行い、管理不全空き家による問題の解

消を目指します。 
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第４ 対策の実施体制 

 

１．対策の実施体制 

 ⑴ 庁内の実施体制 

   空き家対策の実施について、担当する所管課は以下のとおりとします。 

担当課 担当内容 

安全安心課 ・空家等に関する相談等の受付 

・空家等の適正管理に関する意識啓発 

・空家等に関する情報収集・管理 

・空家等対策計画の策定、改定 

・空家対策委員会、空家等対策協議会の運営 

・管理不全空き家への対応及び特定空家等に対する措置 

・災害対策及び災害時の応急措置等 

まちづくり課 ・空き家バンクの運営 

・住替え希望者や移住者への空き家の情報提供 

地域整備課 ・景観に関すること 

・道路歩行者の安全確保 

税務会計課 ・固定資産税の課税情報等の提供 

住民課 ・生活環境に関すること。 

福祉介護課 ・高齢者世帯等の情報提供 

・施設等への入退所の情報提供 

 

 ⑵ 空家対策委員会（以下「委員会」という。）の設置 

   空き家対策は、関係する各課が連携して取組みを進める必要があるため、委員会を定期的に開催

し、情報交換や対策について協議を行います。 

  〇検討事項 

   ・関係各課による情報共有及び対策実施の内容並びに体制 

   ・空家等対策協議会での協議内容 

   ・その他、空き家対策に関して必要な事項 

 

 ⑶ 空家等対策協議会（以下「協議会」という。）の設置 

   空家法第７条に基づいた協議会を設置し、以下の項目について協議を行います。 

   ・空家等対策計画に関すること。 

   ・その他空き家対策の推進に関し、町長が必要と認める事項 

 

 ⑷ 連携体制の整備について 

   空き家対策に取組むには民間団体や地域住民などと連携をとる必要があります。このため、以下

の内容について連携して対策に取組むこととします。 

  ア．不動産団体 



- 11 - 
 

   ・空き家バンクの運営への協力 

   ・利活用に関する相談対応や相談会についての協力 

  

 イ．建築・建設業関係団体 

   ・利活用方法に関する助言 

   ・リフォーム工事や解体工事について 

 

  ウ．法務団体 

   ・所有者等の把握や財産管理人制度の活用について 

   ・相続や登記などに関する情報提供や相談対応について 

   ・法手続きや税制などに関する情報提供について 

 

  エ．自治会・NPO 等 

   ・空き家の管理について 

   ・空き家情報の提供について 

   ・空き家や跡地の活用について 

 

  オ．教育・福祉機関等 

   ・空き家の新たな活用方法について 

 

  カ．警察・消防関係 

   ・危険空き家に対する対応や防犯対策について 
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第５ 具体的な対策 

 

１．相談体制の整備 

 ⑴ 相談窓口の設置 

   空き家に関する相談窓口を安全安心課内に設置し、空き家に関する相談に対応します。なお、利

活用に関する相談についてはまちづくり課が対応することとし、県などの関係機関と連携した対応

を行います。 

 ⑵ 山形県空き家利活用相談窓口との連携 

   空き家に関する利活用や解体、相続などの相談については、山形県空き家活用支援協議会が設置

している相談窓口と連携して相談に対応します。 

   具体的には、県の相談窓口についても町報や町のホームページ等を利用して周知を図るなど、情

報を共有しながら連携を図るものとします。 

   また、山形県空き家活用支援協議会から相談員の派遣を受け、利活用に関する相談会を開催する

などの取組みを行います。 

 

２．適切な管理の促進 

  空き家の管理は、空家法第３条において「空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさ 

ないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。」と規定されているとおり、所有者自らが適切に 

管理することが原則となります。憲法で規定する所有権にも所有者の権利の保証と責任が規定されて 

いるため、空き家に関する問題についても当事者が解決を図ることが原則となります。 

⑴ 所有者等の意識及び理解の向上 

  所有者等の空き家に関する意識及び空家法等の理解の向上を目的とし、空家等に対する管理の責

任の所在は所有者にあること、空家法などにより周辺に迷惑を及ぼさないような適正な管理が求め

られることなどを、町報やホームページ等により周知及び啓発を行います。 

⑵ 適正管理に関する支援 

  空き家の老朽化を防ぐためには、定期的な維持管理が必要となります。ただし、実際に使用して

いない空き家を維持管理していくのは負担となり、居住地が遠隔地の場合には、その負担はさらに

大きくなります。そのため、空き家の所有者等が適正に維持管理を行えるよう、以下のような支援

を行います。 

  ・管理サービスの情報提供 

  ・NPO 等による見守りサービスなどへの支援 

 

３．管理不全空き家及び特定空家等への対応 

  空き家は、所有者に管理責任がありますが、管理不全空き家については周辺住民への影響が懸念

されるため、その影響の度合い等を総合的に判断し、適切な管理を促します。 

  相続人が全員相続放棄をした空き家の適切な管理がなされずに他人に損害を与えたときは、相続

放棄をした相続人に損害賠償の義務が発生することとなるので、相続人に対して適切な管理を促し

ます。 

  管理不全空き家への対応の流れは以下のとおりです。 
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【管理不全空き家に対する対応の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      必要と認めるとき     法的措置が必要と           人の生命、身体、財産に 

                    考えられる場合              重大な損害を及ぼす危険 

                                          な事態が発生し、切迫性 

                                    ・緊急度が高い場合 

 

      法的措置が必要と考                          

      えられる場合                  

                    意見聴取 

                        

                                                           助言 

      特定空家等と認める場合       過失がな 

                          く措置を 

       特定空家に対する措置        命ずべき 

                       ものを確 

                       知できな      

      状態が改善されないと認める      いとき       

      場合 

 

 

      正当な理由がなく勧告にかかる                空家法による 

措置をとらなかった場合                   特定空家等の判断へ 

 

 

命じられた内容を履行しない 

      又は十分でないとき 

 

 

 

 

自治会や地域住民からの情報提供 

空き家の調査（法第９条） 

外観調査・周辺住民への聞き取り・所有者への聞き取りや働きかけなど 

立入調査 

（法第９条第２項） 

特定空家等の判断 空
家
等
対
策
協
議
会
（
法
第
７
条
） 

応急措置 

（条例第 15 条） 

空
家
対
策
委
員
会 

助言・指導（法第 14 条第 1 項） 

勧告（法第 14 条第 2 項） 

命令（法第 14 条第 3 項） 

行政代執行（法第 14 条第 9 項） 略式代執行（法第 14 条第 10 項） 
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 ⑴ 管理不全空き家に対する初動対応について 

   住民からの通報や相談、空き家の実態調査などにより管理不全空き家を把握した場合は、町職員

による外観の目視での調査に加え、周辺住民や所有者等への聞き取り調査などの調査を行い、空き

家の状態や周辺へ及ぼす影響の把握に努めます。また、空家法第９条第２項による立入調査も必要

に応じて実施します。その結果、改善が必要と認められる場合は、所有者等に対して適正な管理に

ついての依頼や助言を行い、所有者等自らによる改善を促します。 

   なお、危険度や切迫性が極めて高い場合等については、応急措置の実施についても併せて検討し

ます。 

 

 ⑵ 応急措置の実施 

   人の生命、身体、財産等に重大な損害を及ぼす危険な事態が発生し、又は危害が切迫した場合に

おいては、その危害の予防や損害の拡大を防ぐために、条例第１５条の規定による応急措置を実施

します。応急措置の実施は、委員会からの助言を得て、所有者へ通知したうえで行うことを原則と

しますが、過失なく所有者を確知できないときは応急措置の内容を事前に公示したうえで実施しま

す。措置の内容については必要最小限度の措置にとどめることとし、措置に要した費用については

所有者等から徴収するものとします。 

 

 ⑶ 特定空家等の判断 

   所有者等に対して改善を促したにも関わらず、状況が改善しない場合や、実態調査の結果危険度

や切迫性が極めて高いと思われる空き家については、所有者等による対応を継続して促すとともに、

特定空家等に該当するかどうかを検討します。 

   なお、特定空家等の判断については、山形県空き家対策連絡協議会において示された「特定空家

等に関する判断の手引き」を参考にすることとし、公共の利益の確保の観点から、所有者等の対応

状況や住民による苦情の有無、周辺への悪影響の度合い、危険度の切迫性などを総合的に判断し、

協議会の意見を聴いたうえで町長が決定することとします。 

 

※「特定空家等」は以下の状態にあると認められる空家等をいう（空家法第２条第２項） 

 ・そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

 ・著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

 ・適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

 ・その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

 ⑷ 特定空家等に対する措置の実施 

  ア．助言・指導（空家法第１４条第１項） 

    特定空家等と認めた空家等について、状態を改善するための措置を講ずるよう助言・指導を行

います。助言・指導については書面を原則とし、助言又は指導する措置の内容や対応方法につい

て分かりやすく示すこととします。 

  イ．勧告（空家法第１４条第２項） 

    助言・指導を行っても改善が見られない場合は相当な猶予期限を定めて助言・指導の内容を講
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ずるように勧告を行います。猶予期限は措置を完了するのに要する期間を目安として設定します。

なお、勧告の対象となった土地については、住宅用地にかかる固定資産税及び都市計画税の課税

標準の特例措置の対象から除外します。 

  ウ．命令（空家法第１４条第３項） 

    勧告を行っても必要な改善が見られない場合で、特に必要と認めた場合は、所有者等に対して

相当な猶予期間を定めて勧告の措置を講ずるように命令を行います。 

  エ．代執行（空家法第１４条第４項） 

    命令の措置が履行されないときや履行しても十分で無い場合等に、行政代執行法の規定に基づ

き、命令の措置を所有者の代わりに行います。 

  オ．略式代執行（空家法第１４条第１０項） 

    必要な措置を命令しようとする場合で、過失が無くてその措置を命ぜられるべき者を確知でき

ないときは、命令の措置を所有者の代わりに行います。 

 

４．公共施設対策 

町が所有又は管理する公共施設については、今後、少子高齢化、人口減少社会の到来に対応し、施

設の需要量の変化に合わせた量とサービスの最適化を図っていく必要があります。 

老朽化等により活用が困難なものについては、速やかに除却することが有効な対策であることから、

除却に関する取組みを進めていきます。 

 

５．空き家の利活用 

 

 ⑴ 除却に対する支援と跡地の活用 

   利活用が困難な空き家については所有者等自らにより除却されることを促すため、周辺の住環境 

に悪影響を及ぼす空家等の除却を行う所有者等に対し、補助等の支援策を講じます。 

 

 ⑵ 空き家のマッチング支援 

   現在設置している空き家バンクにおける取引を活性化させるためには、バンクへの登録物件を増

やすことが不可欠となり、登録を促進するために以下の取組みを実施します。 

  ・空き家の所有者に対する啓発活動 

  ・空き家バンクの周知活動 

  ・空き家所有者等への意向調査 

  ・利用希望者リスト等の作成 

 

 ⑶ 中古住宅の流通促進 

   空き家を中古住宅として流通させることや、市場の活性化を目的とし、必要に応じて以下の取組

みを実施します。 

  ・中古住宅のリフォーム費用等に対する補助 

  ・移住・定住者の空き家購入に対する補助 
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 ⑷ まちづくりにおける空き家の活用 

   空き家の実態把握や所有者に対する意向調査の結果により、利活用が望まれる空き家については、

民間での流通の促進を図ります。 

 

６．管理不全な空家等の発生又は増加の予防 

  管理不全な状態ののままの空家等は近隣トラブルの原因となり、改修や取り壊し等に係る経費が増 

 大するなど問題解決が一層困難となります。 

  このような問題が深刻化する前に早期に対応し、管理不全な空家等の発生・増加を予防することが 

重要であり、福祉をはじめとする関係部署と連携しながら、町民への意識啓発を図り、管理不全な空 

家等の発生・増加を未然に防ぐ取り組みを進めていきます。 

 

⑴ 財産管理の適正化 

   不動産の維持管理、活用、相続等に関して、福祉をはじめとする関係部署と連携して生前中の終

活に関する相談支援の機会を活用し、現在の住居を将来的にどうしたいのかを明確にしておくこと

や相続手続きの必要性を周知するなど、財産の適正管理を促していきます。 

  

 ⑵ 相談体制の整備 

   管理不全な空家等を発生させない、空家等の増加を予防するという観点から、建物の維持管理・

修繕などの相談や相続等に関する問題などに幅広く対応するため、関係団体・機関などの専門的な

機関や福祉部門と連携し相談体制を整備していきます。 

 

７．地域活性化の推進 

  空家等の管理不全により、防災や防犯機能の低下、景観の悪化、地域活力の低下が懸念されます。 

一方、空家等、本町の未利用施設及び町有施設除却後の跡地を地域の活性化を目的とした施設に利

活用することは、これらの問題を解決するだけでなく、地域コミュニティや地域活力のさらなる向上

も期待できます。 

そこで、空家等、本町の未利用施設及び町有施設除却後の跡地については、地域との協働を図り、

管理不全な空き家等の発生予防を目指すとともに地域のコミュニティ施設等や地域の活動拠点とし

ての活用を推進していきます。 
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第６ 達成目標 

 

１．川西町空き家バンクの成約件数の増 

川西町空き家バンクについて、町報やホームページによる周知、固定資産税納税通知書への空き家

バンクのチラシの同封などにより周知を行ってきております。 

川西町の空き家バンクが効果的に機能するよう成約件数を成果指標に設定し、その達成に向けて取

り組んでいきます。 

 

成果指標 目標値 

空き家バンク成約件数（期間累計） ２４件（令和４年度～令和７年度） 

 

２．除却支援事業運用実績の増 

空き家の解体に対する支援制度の活用を促し、支援制度を活用して除却した空き家の件数を成果目

標に設定し、その達成に向けて取り組んでいきます。 

 

成果指標 目標値 

除却支援事業運用実績件数（期間累計） １０件（令和４年度～令和７年度） 

 

３．危険空き家件数の減 

適切な管理が行われず問題が発生している危険空き家について、特定空家等の発生を未然に防止す

る観点から、危険空き家の件数を成果指標に設定し、その達成に向けて取り組んでいきます。 

 

成果指標 目標値 

危険空き家件数（令和３年度末 ２４件） ２０件（令和７年度） 

 

４．空家利活用支援事業運用実績件数の増 

空き家バンクに登録された空き家の利活用を促進するため、支援制度を活用して増改築等をした空

き家の件数を成果目標に設定し、その達成に向けて取り組んでいきます。 

 

成果指標 目標値 

空家利活用支援事業運用実績件数（期間累計） ５件（令和４年度～令和７年度） 
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第７．空き家に関する調査 

 

１．調査の目的 

本調査は、空き家の所在や劣化度、所有者又は管理者（以下、「所有者等」という。）の意向、管理 

不全又は利活用可能な空き家を把握し、管理不全空き家対策や空き家の利活用を促進する施策に活用

する目的で行います。 

調査は、空き家の可能性がある物件を把握する１次調査、外観目視及び立ち入り調査により 

空き家かどうか及び建物の老朽危険度を判断し、空き家の全体的な実態を把握する２次調査、除却や

利活用など所有者等の意向を確認し、その後の施策に反映させるための３次調査に分類して行います。 

 

２．調査の対象区域 

  調査対象区域は町内全域とします。 

 

３．調査対象となる空き家 

  調査は、空き家の全てを対象として行います。 

 

４．１次調査 

１次調査では、次の資料をもとに、町職員によりその常態についての悉皆調査を行います。なお、 

利活用が可能と判断した空き家については、町が別に定める「空き家バンク」への登録に向け、別途

調査を行います。 

  ・住宅地図 

  ・上水道台帳 

  ・住民基本台帳 

  ・その他 

 

５．２次調査 

２次調査では、空き家物件の所在及び管理状態などの空き家の全体的な実態把握を目的とし、１次 

調査により把握した空き家候補物件について、担当職員により空家法第９条に基づく立入調査を行い

ます。 

 〇調査項目 

  ・空き家の基本情報 

  ・空き家判定調査項目 

  ・空き家の管理状態 

 

６．空き家所有者等の把握 

住民から苦情や相談などがあった空き家や２次調査で把握した空き家については、適正な管理の依 

頼や利活用の意向を問う調査を行うために所有者等を把握します。 

空き家の所有者等情報の把握においては、空家法第１０条の規定に基づいて固定資産税課税台帳の 

情報を活用することが可能であり、加えて登記情報や住民票情報、戸籍情報、聞き取り調査などによ
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り所有者等の把握を行います。 

なお、あらゆる調査をつくしても所有者等を特定できない場合や、相続放棄等により所有権の所在 

が明確でない場合には、司法書士や弁護士などとの連携により、不在者財産管理人制度、相続財産管

理人制度等の各種制度の活用によって所有者等の特定を図ります。 

 

７．３次調査 

３次調査として、２次調査により空き家と判断した建物の所有者等に対して除却や利活用の意向に 

関する調査を実施し、所有者等の意向を把握するとともに、内部調査などによる建物の詳細調査を実

施します。 

 ⑴ 意向調査 

   空き家所有者等に対する意向調査は、建物の管理状況や活用又は除却に関する意向を把握し、各 

種施策の実施に反映させる目的で実施します。 

   調査は、町内空き家の所有者等に対し、以下の内容について実施します。 

   〇意向調査の内容 

    ・建物の利用状況 

    ・空き家所有者の属性 

    ・空き家となった理由、空き家になった年数 

    ・管理の状況 

    ・利活用や除却の意向 

    なお、所有者等への空き家の活用に関する意向確認は、意向調査を基本として実施しますが、

回答の内容によっては直接ヒアリングするなど、所有者等の明確な意向の把握に努めます。 

 

 ⑵ 建物利活用のための詳細調査 

   意向調査の結果により、活用を促す必要があると考えられる物件については、所有者等立会いの 

もとで担当職員が建物の内部調査を含む詳細な調査を実施し、所有者等に対して利活用の具体的な 

条件や活用できない理由などを細かく聞き取りします。 

   〇内部調査事項 

    ・敷地の状況や立地条件など 

    ・建物の構造躯体や内外装材の状態、劣化度 

    ・設備機器の状態など 

  

８．空家等情報のデータベース化 

空き家の調査結果及び空き家対策の履歴などの情報は関係課において共有し、施策の実施や効果の 

検証などに活用します。また、調査内容は実施時点での実態であり、これから変化していく状況に対

して継続的に情報の把握に努めなければ調査結果も無駄になってしまうため、調査の実施以降も住民

や自治会等からの情報提供及び担当課の調査等によるフォローアップを行い、空き家の実態を継続的

に把握しながら空き家台帳等の情報を更新することとします。 

なお、空き家台帳の情報については、外部に公表可能な項目を明確にし、所有者等の了解を得ない 

まま情報が漏えいしたりしないよう、取り扱いには細心の注意を払います。 


